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ソ連iこj示ける軍備拡充と経済成長の今後の趨勢予測

一一一計量モデノレによる第 10次，第 11次 5ヵ年計画

についてのシミュレーション分析恭一一一

丹 羽 春

1.序論

一一三角型トレード・才フ関係についての考察一一

本稿においては，筆者は，とくに， ソ連経済におげる f三角型Jのトレード・オフ関係

に(第 1留の (i)(ii) (iii))，関心を集中したいと思う。以下に述べるように，実は， この

ような三角型トレード・オフ関係に基づいた分訴は，通常の GNPアプロ{チによる分析

手法とは，梧当に異なったものである。

周知のごとく，ソ連経済は，いまもなお相対的に大きなウエイトを占める農業セクター

を持ち，農村と都市とのあいだでは，家計消費パターンに大きな差異がある。また，西側

先進諸国に比べると，一般市民の消費生活の現代化も，相対的に大きく立ち遅れている。

したがって，通常の GNPベース・マクロ分析の手法で「諸費Jの総額にアプロ{チする

だけでは， しばしば，きわめてミスリーディングな結果しか得られないであろう o

たとえば，第1次 5カ年計画が器始された 1928年から 1930年代にかけての時期のソ連

において誌，マクロ的な GNP勘定における人口 1人当りの実質泊費額はかなりの上昇を

記録した。にもかかわらず.再時期において，実質賃金水準は非常に大轄の毎下を示した

のである O もちろん.前者の GNPベースでの人tJ1人当り実費消費額の上昇のみに注目

し，後者の実質賃金水準の低下とLづ現象を無視するとしたら，この時期についてのソ連

経済の分新としては，きわめて不十分なものとなることは現らかで為る。

このような点を考憲して，筆者が本研究作業のために推計・構築したソ連経済について

の許量モデ‘ル一一「ソ連経済成長モデ、ノレ No.5(再改訂)J一ーにおいては， 14偲もの変

数を用いた複雑な構成の諸費セクターが組み込まれている。しかし，多くの専門家が指携

してきたように，現物面から把握した場合， ソ連経済においては，実質諸費の「総額Jと

その「構造j を決定する最も重要な要西は，供給サイドからのものであって，とくに衣巌

や食品といった「非耐久消費財J(第1爵のモテ、ノレ簡略留における oc)の生産量である。そ
して， ソ連経済においては，これは，圧倒的に，農業からの原料供給量一ーすなわち「高

品化農産物J(第l留における M)の量一ーに故存して決まっている〈ただし，若干のタ

イムラッグを見こまねばならないが〉のである。筆者のモデルにおいても，この関係は，

発 本稿は， 1981年夏~秩に実施したソ連経済についてのマクロ計量モデルの再改訂と，それによる
シミュレーション作業の結果を用いて，筆者の!B穣「ソ連における軍事生産，彊訪支出および経済
成長の今後の趨勢についてJ，W新 i坊第論集~ 6巻4号， 1979年 3J1号所程，を全面的に書きあらた
めたものである Q
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第1函 モデノレ体系の簡略化された図示

。℃、 timelag 話ー 一

O 

トモヨ

め
省
く

わ
，
多

粗

量

聖

雪

.

メ

岬

史

史

ひ
&
.
捲

i
」先山けけ

酌

る

〉

(

誘

を

宮

な

い

算

恥

む

ω

内

鎖

墾

十

方

刀

か

ぺ

犠

ノ

目

漏

漏

連

や

が

一

利

利

討

仁

内

ゾ

尉

果

数

数

を

モ

的

軍

入

の

の

や

ソ

イ

雇

(

レ

.

投

ル

く

式

ダ
グ
げ
品
惜
以
に
…
繰
諒
糊
臨
.
約

ι
引

よ

器

釘

期

向

げ

島

JJ浦

掛

七

υ心幻
一
願
れ
わ
令
ケ
ケ
、
非
財
時
賊
悶
…
小
一
俳
酌
兵
繍
一
臨
山
措
琵
此
切

果
一
示
不
ス
本
霞
量
川
幻
~
用
産
費
本
総
恥
町
叫
産
内
生
た
こ
、

盟
を
本
資
の
用
雇
生
産
拙
諮
指
資
本
レ
生
口
口
国
の
犬

と
資
業
物
雇
し
ん
業
業
生
久
定
資
ノ
財
人
人
財
へ
れ
る
つ
る

け

こ

業

工

産

業

テ

工

工

業

樹

固

定

げ

産

村

吉

産

業

取

り

が

れ

ヰ
同
農
鉱
農
農
作
鉱
鉱
農
非
粗
毘
(
生
農
都
生
農
構
易
一
貫
れ

い
-
励
会
M
町
内
ふ
ん

onZ伶
九

ハ
W
D日
p
げ
ら
X
樹
枠
組
射

ル

て

に

解

'

省

デ

と

め

理

は

て

モ

準

戸

た

'

で

ベ

上

の

て

ル

す

は

れ

誤

業

つ

デ

が

印

そ

合

観

作

が

モ

ら

孫

矢

斗

合

合

割

問

点

究

た

の

れ

関

}
}
j
L

副

都

割

の

定

研

し

こ

そ

打

猷

式

乱

入

の

の

資

る

本

。

の

'

方

変

投

黒

資

資

投

け

て

る

者

は

奈

生

背

雇

投

投

業

お

っ

ゐ

筆

で

一

技

芸

外

経

業

額

業

宅

工

に

よ

で

'

図

レ

.

コ

ロ

叩

農

総

農

注

射

払

〉

市

民

の

た

本

一

一

製

産

非

資

る

る

る

積

都

者

l
j
行

定

〈

業

生

ド

ハ

投

め

め

め

彊

の

筆

た

。

が

卒

中

一

-

び

暁

工

叫

的

配

本

主

占

占

種

干

給

'

し

る

る

=

一

一

一

-

よ

ー

の

費

レ

資

に

に

に

蒔

若

供

要

は

示

い

い

=
一
一
一
一
ぉ
説
コ
へ
拙
恨
め
定
口
資
資
資
(
(
〉
〕
財
需
堕
に
て
て

=

-

一

一

一

「

」

数

業

久

ヴ

題

人

投

投

投

地

侯

タ

数

費

終

の

略

れ

れ

=
一
一
一
一
二
号
変
農
一
如
何
粗
総
一
総
総
一
総
土
天
一
変
消
最
こ
簡
さ
ま

c
t
↑

+

仁

性

t

f

c

z

t

明

性

h

て
略
含

記

U
A
G
A
α
p
p山
P
N
以
内
ら
れ
ヴ
c
n
L
a

〉注〆z
、、

-162~ 



ソ連における軍嬬拡充と経済成長の今後の趨勢子部

重要な役割を持つ若干の「行動・技術方程式Jと「定義式jによって表されている。

鉱工業においても， 農業においても， 生産量の大きな決定要因の 1つは資本設備の量

〈第 1図における Ka，Ki) である。しかし どのような国の経済においても， r今年Jに
おいて利用しうる資本設備の量は「前年」の投資活動によって決まってしまっている(す

なわちタイム・ラッグの存在)と Lづ事清が一般的である。

また，農業においては，化学肥料，電力，燃料，農業機械パーツ，加工飼料などの「農

業への工業製品経常投入J(第 1図の Ai) が生産量を左右する重要な要因であるO 筆者の

モデルにおいては，これは外生変数(政策変数)として扱った。言うまでもなく F天候要

因J(気象観測データ一一第1図の Tm一一〉 もまた.r土地J(蒔謹面積一一第1留の Sa
-)とともに外生変数として扱った。

いま 1つ， ソ連の市民たちの実質消費に影響を与える要因は， r酎久泊費財J(第 1図の
Cd)供給量の多寡であるO ソ連経済においては，現在においてもなお，いぜんとして， r耐
久消費財jの生産・供給が全経済活動に占めるウエイトは相対的に小さし、。また，それは

計画当局の政策のいかんによって左者されるところが大きL、。 したがって， 本研究作業

では.r耐久消費財Jの生産量も，外生的な「政策変数」として扱うことにした。
もちろん，現実においても，また，筆者のモデ、ノレ体系においても，実質消費に関連する

誌とんどすべての変数は，豆大な連立方程式の「動学解Jとして，投資政策や軍事支出の

変化による直接・間接の影響を，複雑な形でこうむる 130 したがって，筆者のモデ、ノレで、も，

このような消費に関する諸変数のほとんど全部は内生変数である。しかし，ソ連経済にお

いて，実質消費の総体的な水準とその構造とが，主として，上述したように (そして第 I

図のモデル簡略図に示したように〉供給サイドからの因果連鎖によって「決定」されるとす

るならば，また， ソ連経済では対外貿易のウェイトが相対的に小さいとしづ単純化復定を

置くとすると汽そして，外生諸変数やタイム・ラッグの関保が上述のごとく〈第 1図に示

されたよう)に与えられているものとするならば，残余の「未決定」諸要因による次の 3つ

の「三角関保」的なトレード・オフ関孫を分析することが，重要な意味を持つようになる

。いうまでもなく， 1実費賃金j も;重要な内生変数であるべきである。一部の経済学者は，ソ連経済の
モデルにおいては，実費量金は政策変数と L寸意味で、外生変数として扱うべきだと考えているかも

LれなL、。しかし，ソ連経済の過去の経験に照らしてみると，たとえば. 1第 1次 5ヵ年計麗jにお
ける実費賃金についての計画呂標は， 68%のヲiき上げということであったが，その実請は， J::述の
ごとく， 30~40%の抵下であったのである。コモ法〈コモディテ f ー・フロー法〉的な意味では，

非農業の実費賃金は，事実上，非農業霊罵 1人当たりの実質出費とほぼ同義であるが，当然のこと

ながら，これもまた同じ期間に同君衰の悲下を示した。 1930年代のみではなく，もっと近年の1960
年代や 1970年代においても， ソ連におけるこのようなコモ法によって測定された場合の「実質賃
金jの伸び率の実誤値は，計画目標鑑よりもはるかに立ち遅れてきたのである。これは，このよう

なコモ法的な意味における「実質賃金」が，ソ連経済においては，本語で繰り返し述べられるとこ

ろの指費財供給や労働力配分についての幾つかの内生治西果連鎖、によって大きく左右されてきたか

らである。このような点に着吾するならば，ソ連経済についてのモデル構築作業において， r実質賃
金Jを設業変数と L、ぅ意味で外生変数として扱うことは，遺切な方法であるとは考えられない。
2) このように，ここで泣一応，単純化のために，対外貿易のウェイトが相対的に小さいという仮定が

置かれたわけであるが， しかし，本研究作業で筆者が推計・構築したモデノレには，対外貿易につい

ての数舗の変数とそれらに対応する諸方程式が組み込まれている。また，本稿で論述したシミュレ

ーション作業に用レた「再改訂モデルJvこおレては，後述するように，兵器類の輸出をも明示的に
取り扱いうるように工夫をこら Lたυ
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丹羽春喜

ことは，明らかであろう。

すなわち，ソ連経済において法対外実易が比較的小さなウェイトしか持っていないとい

う事実を前提にして考えるならば，第 l図のモデ、ノレ簡略図に示したように，

(i) r兵器・軍需品調達J(Om)と「農業雇用量J(N訪れ、うまでもなく， 後者はソ連
における労働力配分問題の重要な指標である)とのあいだのトレード・オフ関係ーーた

だし実質投資の総額 (Oj)とその産業開配分〈第1函の Ra，Rjt Rd) が所与の場合;

(ii) r兵器・軍需品調達J(Om)と「投資J(Oi)とのあいだのトレード・オフ関係，
一一ただし，農業雇用量が所与の場合;

(iii) r投資J(Oi)と「農業雇用量J(Na) との寿いだのトレード・オフ関係， 一ーた
だし，兵器・軍需品調達量が所与の場合;

という「三角関係J的なトレード・オフ関係が理論的に成立することになるはずである。

現在のソ連を前提にして考えるかぎり，このようなトレード・オフ関係を分析すること

が，通常の GNPアプローチよりは，はるかに戦略論的に重要であることは言うまでもな

し、。この 3つのトレード・オフ関係のうち 2つが決まれば，ると 1つは自動的に決まるこ

とになるo また，現在，芭額n陣営のソ連経済研究家たちにとって，ソ連の「兵器・軍需品
生産・謁達量」ないし「軍事支出Jの問題と「労働力配分」の問題とは，最も熱烈な関心

のまととなっているJ投資」の総量と配分の問題にも強い関心がょせられているが，この
「投資」については比較的データが豊富であり，第 10次 5カ年計画においても第 11次 5カ

年計画においても，そのマクロ的計画目標の数字詰ソ連当高より公表されているO したがっ

て，筆者の本研究作業では，この 3つのトレード・オフ関保のうち，主として (i) と(ii )と

に関心を集中することにした。そして，本研究作業においては， (i)のトレード・オフ関係

に期した因果連鎖を持ったモデ、ノレ体系の「モデ、ノレ AJと. (ii)のトレード・オフ関係にの

っとった因果連鎖を持ったそデ、ノレ体系の「モデ、ノレ BJという 2組の計量モデ)レを推計・構

築しシミュレーション分析を行ったので、ある。本鶏においては，このようなトレード・

オフ関謀についてのモデ〉レ・シミュレーション分析の結果を用いて， 1990年までのソ連

の「兵器軍害品生産・謁達量」ないし「実質軍事支出」の動向，および，経務成長の趨勢

を予測してみたい。

2. 計量モデルの構造

筆者が今回の研究作業で推計・構築した「ソ連経済成長モデ、ノレ No.5一一一再改訂一一」

は，その論理構造やシステムの国果連鎖は. I日「モデ、ノレ No.むとほぼ関ーである九こ

め このi日「モデノレ No.むについては， 丹羽春喜著 f ソ連経済成長の計量モデノレ~.アジア経済研究

所. 1973年刊IJ.を参窮せよ。また.rモデル No.5-改訂-Jの方程式体系，推計方法，計量経済
学のテクニカノレな観点よりするその諸特徴，および，それを毘いたシミュレーション分析などにつ
いては.Haruki Niwa，“Future Trends in Soviet Military Production， Defence Expenditure， 
and Economic Growth一一-ASimulation Analysis by Model No.5“revied"一一一 KSU
Economic and Business Review， No. 6，乱1ay1979， pp. 101-141，ならびに. Haruki Niwa， 
On Future Trends in Economic Growth and Military Expenditure in the Soviet Union， 
JCSSI， Tokyo， Jan. 1979を克よ。そして，このモデルに，さらに改訂を加えた「モデル No.5
-再改訂-Jが，本稿で論述されているシミュレージョン分析のために新たに開発されたわけであ
るQ この「再改訂モデル」の穣要については，本稿の本交を見よ。
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ソ連における軍備拡充と経済成長の今後の趨勢予測

の因果連鎖はすでに第1図のモデル簡略図で、示したとおりである。その重要な特徴は，対

照的な性務の「モデ、ノレ AJと「モデ)レ BJ という 2つのそデ‘ノレを誰計し， それを適宣併

用して分析を進めることができるように配意した点で、ある。

「モデ、/レ AJで、は，すで、に述べたように， r実質粗菌定資本投資額J (産業投資のほか社
会資本投資や住宅投資をも含み，また，コルホーズの自主的投資をも含む〉の「総額JQj

と，その鉱工業や農業あるいは住宅建設などへの「配分シェア」は外生変数として扱われ

ている。また， r兵器・軍需品の調達量JOmも外生変数である。そのほか，若干の政策変
数と自然的・地理的与件変数が外生変数扱いである。そのような外生変数の殖を与えるこ

とによって，モデ、ルを構成している数十本の連立方程式が解け，この方程式の本数に等し

い倍数の内生変数の値が算出されうるようになっているわけであるO すなわち， 国民所

得， GNP，鉱工業生産，農業生産，輪出入(ただし，農産物の純輸入のみは「実験Jを行

いやすくするため外生変数扱いとした)などがそれであるO このような数十倍の内生変数

のなかで，見逃されてはならない重要なものとして， 14個におよぶ「消費J ~こ関連した

変数と， r労働力J の都市と農村とのあいだでの配分に関する数個の変数があげられうる
であろう o とくに，農業不振への対応策として，基本的に，農業への労働力投入を椙当に

大きな程度で優先させざるをえないために全般的に経済全体への「労働力制約Jがタイトに

なってきている現在のソ連経済においては，内生変数であるところの「農業雇用量〈フル

タイム雇用換算)JNaの今後の動きについてのシミュレージョン結果には，十分に注意、を
払わねばならないであろう O

「モデノレ BJでは， r労働力Jの都市と農村への配分が，実擦上，外生変数として扱われ
ているo したがって， rモデ‘ノレ BJでは.Ojか Omかのいずれか一方を外生変数として扱
うことにすれば，他方は内生変数として扱うことができる。本稿で論述するシミュレーシ

ョン分析においては， r投資JOjの総量ならびにその産業関への配分を外生的な政策変数
として扱い.r兵器・軍需品の調達量JOmを内生変数として扱った。それ以外は，国民所
得， GNP，拡工業生産，農業生産，輸出入，消費，などに関連した数十個の変数が内生変

数であることは，上記の「モデ、ノレ AJの場合とまったく向じである。

両モデ、ノレとも.r投資」の総額〈第 1図での Oi) とその産業関の配分(第 1図での Ra，
R;， Rd) とが，計画当局によって決定される外生的な「政策変数」として援われている点

で，典型的な計画経済型モデ、ノレで、あるO

概していえば， rモデ、ノレ AJは， 農村から都市への人海戦術的な労働力動員をもあえて
行いつつ大規模な投資ドライブ〈いわゆる「資本財優先主義ふ と軍備拡張を強行したス

ターリン体制下のソ連経済の発展プロセスを分析するのに適している。したがって，この

「モデ〉レ AJは，上述のトレード・オフ (i)を分析するために用いる。

これに対して.rモデ、ノレ BJは， 農業への労働力投入量の維持を梧対的に重視せざるを
えなくなり， その結果， r労観力制約Jがシピアになってきたフルシチョフ時代以降のソ
連経済の発展プロセスの分析に適しているO 当然， この「モデ、ノレ豆j は， 上述のトレー

ド・オフ (ii)を分析するために使われることになる。

しかしこの rAモデル」と rBモデル」の両方を同時に許用していくことによって，
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分析・予澱作業の信頼度を大幅に高めることができるのである。実~'J:， .投資関数と労働力

の供給・配分関数とを欠如しているのが，筆者のこのモデ、ルの特異な点で、あるが， rモデノレ
AJと「モデ、ノレBJとを併用することによって，一一つまり，この再モデ、ノレをいわば連立させ

てシミュレーションでそれを解くことによって，一一この特異な点をむしろ長所に転換さ

せうるのでるる。再モデルとも，外生変数291:国，内生変数49"-'50倍を含んでいる。

そのほか，このモデルは，計量経済学的なテクニカノレな面についていえば，①長期非線

型モデ、ノレで、あること， @I-O体系とも親近性を持っていること， ③鉱工業の生産関数は

CES型〈技術進歩率はインプザシットに内含されている〉であること，@農業生産関数

は天侯要国をも導入した非線型(ゆるやかなデクヲージング・リターン)の特殊なもので

あること，⑤全面的にりアル・ターム・モデルであり，また，指数〈対数に変換〉モデ、ノレで、

あること，⑤一部分を除いてほとんど全語的リーカーシプ・モデ、ノレ (recursive model) 

となっており， それに対応して， 逐次最小2乗法(部分的に二段措最小2乗法を併用)

を多用して構造推定がなされていること， などの諸特徴を右している。会そのほか， r重
複共線性J(multicollinearity) と， r撹乱項分散の不均一性J(heteroscedasticity)の影響を
徴底的に密避したのも，このモデ、ノレの構造推定における大きな特徴であるべ

4) 18 iモデル No.5Jと同様に，今屈の「モデル No.5-改訂一-Jならびに「モデル No.5一再改

宗-Jも，そのすべての行動・技続方程式の相関係数は非常に高く推定誤差の標準額差も小さい。
また，推定に逐次最小2乗法を用いることができたため，パラメーター推定過程における不偏推定
値への一致性も保持されている。ファイナルテストでのフィットもきわめて長好である。モデルの

「メイ γ ・ルート」の部分の行動・技術方程式については， ダ{ピシ=ワトソン検定の結果も醸し

てよ L、。[サプ・ Jレートj部分では， ダーピン=ワトソン辻率が小さ過ぎ， 自己椙需が働いている

と暫定されうる方程式が若干あるが，その多くはそデルの因果連鎖、の特性上，あまりそれを問題に

しなくてよいものである。要するに， このそデノレの予測精震は，かなり高いと考えてよい。

なお，鉱工業の CES型生産関数で用いられている生産要素代替の弾力性値は， 18 rモデノレ No.
5Jの場合と同様に，今回の「改訂jモデルおよび「再改訂j モデルでも1.3程度のかなり大きな

僅として推定されてLι。この点は， 罵知のワイツマン (MartinL. Weitzman)の測定結果を念、
頭に置いて 0.4程度の小さな要素代替弾力性植を予期してきた多くのソ連経済専門家たちにとっ

て，やや意想外であろう (M.L. Weitzman， ・‘SovIet Postwar Economic Growth and Capital-
Labor Substitution"， The American Economic Review， Vol. LX， Number 4， Sept. 1970， 
pp. 676-692，を参照せよ〉。筆者の推計作業において， この弾力註値がやや大きな値として許測さ

れたデータ的な理由については，上掲， 拙著 Fソ連経済成長の計量モデfレJ]， 71ベージ所i設の注工
に述べておいた。また，筆者が，上記ワイツマンの計測結果を孝IJ吊して計算してみたところでは，

ワイツマンの作業データにおける基準年次であるところの 1960年について， ソ連鉱工業の「科謂

率jの理論{直は， 0.24%となる。疑いもなしこれはあまりにも小さな{直に過ぎる。筆者の許測結

果を用いて， 筆者の作業のデータ体系における基準年次である 1955年について同様主鉱工業「科

翼率jの理論鐙を求めてみると.26%となる。 1950年代から 1960年f¥;にかけての時期にソ連で打

われた周知の「投資効率jについての公式・半公式の議論では， おおむね 15"'-'30%程度の「利子

率jないし「平均利潤率」を前提していたとされているのであるから，この筆者の計測結果から得

られた殖は，比較的妥当なものであると考えられうるかもしれない。ただし， 1"科溝額十取引税額j

を鉱工業の「窟定資本ストヅグ額jで割った鐘は， 66%という高い笹になるが， この場合は， r取
引税jの全額を鉱工業に'掃墨させるべきであるかどうかが〈ソ連政府当局による現行の公式の圏民

所得勘定体系では， r取引税」の全額を一種の「利潤j として拡工業に帰露させている)，とりわけ
大きな疑問点となろう。しかし，いずれにせよ，ワイツマンの計測結果から導かれる 0.24%という

鉱工業 f利溝率jの理論値が過小であることは，ほぽ，関違いのないところであるから，従来ひろ
く受けいれられてきたワイツマシ推計の要素代菩弾力性f直も，それを再吟味する必要があるようで
ある。このような分析の詳掘については，本請の前掲脚註 3)~こ示した筆者の諸著作を見よ。
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構造推定のデータ観察期間は 1934~75 年である。 しかし， 関数に屈折が認められるよ

うな場合には，遥宣，データ観察期間を分読して関数の推定を行った。とくに，鉱工業雇

用関数および非農業雇用関数は， データ観察期間を 1980年まで延長し 将来予誕用には

1973~80 年の観察期間によって推定されたパラメーターを用いることにした。これは，

1970年代半ば以降のソ連経済に見られる都市での「就業労働力J/f人口」比率(すなわち

“participation ratIo勺の上昇テンポの瀬減額向を捧捉するためで、島るO

いずれにせよ，ソ連の都市における“participationratio"の上昇が，近い将来にシージン

グに達しそれ以上の上昇が見られなくなるであろうということは，ほぼ確実である。そ

の時期は，現在の趨勢から見て， およそ 1980年代の半ばごろと予測されうる。 したがっ

て，筆者のこのモテ、ノレを用いた諸種の将来予部シミュレーシ γにおいては， 1985年以降の

時期になると，都市における“participationratio"の上昇が限度に達し，それ以上は上昇

しなく左ると Lづ想定を置くことにした。

3. 第四次および第 11次 5カ年計画の特異性

今後のソ連経済の動向を予誤uするためのシミュレーションを行うに当たっての，まず最
初の着眼点は，実は，ソ連の第 10次5カ年計画 (1976，....，80年)のうち最も「特異な」部

分であるところの投資許雷の数字に置かれるべきである。すなわち， 第 10次5カ年計画

においてソ連当局が投資の伸び率について設定した「計画僅Jは，異常なほど低いという

ことに，まず，注自しなければならないのである。

すなわち， 1976年 10月29日にソ連最高会議で採択された確定計画債によると， 第 10

次 5カ年計画におけるソ連の投資〈国定資本投資〉の各年における対前年比「計画j伸び

率は，次のごとくであるの。

1976年

1977年

1978年

1979年

国家投資

5.1% 

3.62 

2.94 

1. 97 

総投資(誰計)

4.17% 

3.62 

2.93 

1. 97 

1980年 0.26 0.27 

要するtにこ， 1印97花5-----8鉛O年 (19釘76'"'-'8お0年の5カ年間〉 のソ連の国定資本投資のイ伸申ひび、率は，

平均年率で

1臼97乃9'"'-'8鉛O年には， 実質的にゼロ成長の状態になるべきものとしてソ連当局によって「計

画Jされていた去っけで、ある O

いうまでもなく，このような第10次5カ年計画の呂標数字から晃て，同計画が発足した

1976年当時において， ソ連の計画当烏は， 1980年以降も，粗酉定資本投資(産業投資・

5) I国家投資額jの各年の実質持び率の計器鐘は， <訂paB.n:a}，1976年10}j30自号 1ページによ
った。「総投資額j については， 第 10次5ヵ年計甚期間中の5カ年合計値が， 1971.......，1975年の5
カ年間合計鑑に比して 26%の増加となるように計酉されているとソ連当昆より公表されている
ば口paB.n:a}，1976年1O}j28日号， 3ページ〉。この両者の計画鐘を対応させて， I総投資額」の各
年の実質伸び率の「計画値」を推定しておいた。
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社会資本投資・住宅投資)については，おそらくゼロ%の伸びか，忘るい法若干の低下さ

え見こんだ計画呂標鐘を設定することを予定していた可能性が濃い。後述するように，実

際には，その後，第 10次5カ年計画の後半期に， I年次計画」ベースで，投資計屈はわず

かながら「上向き移正Jをほどこされ，実績値も，わずかにこの 5カ年計画の当初呂標を
上回った〈第 10次 5カ年計画期では， 生産が目標を下呂ったのにもかかわらず， 投資が

目標以上にふくれ上ったのであるから，このことはソ連経済における投資効率の相対的悪

化を意味するものであり，結昂，この期間に，ソ連経済のパーフォーマンスがーそう劣悪

化したことを示している)6)0 1981年 11月にソ連邦最高会議で採択された第 11次5カ年

計画 (1981-----85年)の確定計画における投資の計画吾標は，後で詳述するように， 1980-----

85年の期間について，事実上，伸び率ゼロに近く定められておち， いわば第 10次 5カ計

年計画発足時の初心にもどった形となったり。いずれにせよ， 1971------75年の第9次5カ年

画期では，投資が最後まで椙当に高い伸び率を維持していた〈この期間中平均年率7%，

最終年次の 1975年でも対前年比 8.6%の伸び率を示していた)ことを考え合わせると，こ

のことはまさに劇的な変化であち，きわめて異常なことであるように患われるので忘るO

しかも， ソ連の第 10次 5カ年計画は， このように投資の伸びを低く抑えただけではな

く，実は，泊費財の生産目標もきわめて低く抑えて発足した計画であったということも注

目されるべきである。

たとえば，爵久消費財の代表的なものとして，自動車の生産計画を見てみよう。 1970年

代前半の第9次 5カ年許画期には，ソ連の自動車生産量は約2倍に伸ばされた。この 2倍

増が達成された第9次5カ年計画の最終年の 1975年でさえ， ソ連の自動車生産量(乗用

車)は，人ロ 1人当りで

的に見ても非背にi低墨い水準であつたO したがって，多くの経済学者たちは，それに引き続

く第 10次 5カ年計画でも， ソ連は自動車の生産量を大幅に増やす計画をたてるだろうと

予想したのであった。しかし，この予想は，まったく外れた。

第 10次5カ年計画の当初目標では， 1980年の自動車生産量の目標は，わずかに 1975年

実績の 17%増と定められたにすぎなかっため。きわめて低い増産目標でしかなかったわけ

であるo しかも， 実績はもっと低く， ソ連は第 10次5カ年計画の 5年間に乗用車の生産

量をやっと 1割増やしただけに終ったの。

この自動車む傍は典型的なものであるが， 自動車だけではなく， ソ連の第 10次 5カ年

計画は，当初から，諸種の酎久消費財をはじめとして，全般的に「消費財」の生産巨標を

きわめて器く掠えて出発し，しかも，この低いE標さえ未達成に終わったといういちじる

6) ソ連当高の公表によると，第 10次5ヵ年計画期間中の 5カ年間の「実賀総投資額jの実積鐘合計

額は， 19ヴ1，-..;75年の該当檀よりも 29%の増加であった。 (HapO.llHOeX03見詰CTBOCCCP B 1979 
rふ crp.363，および (3KOHOMs可eCKa匁 ra3eTa)，泌.5， 1981， CTp. 11を見ょ。第 10次 5カ年
計画での当初昌標が，上記脚注5)で示したごとく 26%増と定められていたのであるから，実績値
のほうがやや上回ったわけである。
7) (口paB.lla)，1981年11月208号.1ページを参照。
8) (npaB.lla)， 1976年10月288号.2ページ。
9) (3KoHoMsQeCKa匁 ra3eTa)，泌.5， 1981， CTp. 11， および.(HapO.llHOe X03兄誼CTBOCCCP B 
1979 r.)， CTp. 187を見ょ。
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しく「泊費抑制型」の計麗であった。実は，第 11次 5カ年計画では， I酎久消費財j の生

産増加目標は，さらに怪く抑えられており， たとえば第 11次5カ年計画での「文化生活

用品」一一主として耐久消費財ーーのB標増産率は，第 10次 5カ年計画での目標増産率
の 2/3~こ抑えられているのである 1830

このように，第 10次 5カ年計画および現行の第 11次 5カ年計画は，きわめて特異な性

格を持った 5カ年計画であるといわねばならなし、。「消費財」の生産を抑え，また， I投資J

をも抑えている以上は，すでに第 1節で行ったトレード・オフ関係の考察によって明らか

な主うに，このよう主政策によって箆減された資源・資材辻軍錆に投入されているはずで

ある。このような点を数量的に解明しようとするのが本シミュレーション作業の主要なね

らいである。

4. rモデル BJによるシミュレーション分析
一一一伐と Omのトレード・オ7一一

本研究作業では， 第 1に， 第 10次 5カ年計画のオリジナノレの政策パターンを前提にし

たうえで前述のトレード・オフ関係についての諸種のシミュレーションを行った。そし

て，第2~<こ， とくに第 10次5カ年計画の後半期の政策パターン変更を算入して第 10次 5

カ年計画期についての事後的フォロー・シミュレーションを行った。さらに，第 3に，第

11次 5ヵ年計画の政策パターンに基づく予測作業を行っておいた。

まず最初に， Iモデ‘ノレ BJを用いた第 10次 5ヵ年計画のオリジナノレ政策パターンに基づ

くシミュレーション分析の結果につし、て述べることにしたい (1モデ〉レ AJ によるシミュ

レーション分析については後述する〉。

すで、に述べたごとく， Iモテ‘ノレ BJでは， 農村と蔀市の労働力の配分を外生変数(政策

変数〉として与える形となっているO 局知のごとく， 近年のソ連では， I農業雇用量(フ

ノレ・タイム換算)J(N誌が，毎年ごくわずかしか減少していない(たとえば， 1975年まで
の5ヵ年閤では平均年率0.7%の減少率であった)11) 0 ソ連農業の労働生産性の飛罷的向上

が突郎として実現するといった事情が生じないかぎり，この纏勢は比較的安定的であると

患われるので，それを将来期間にも外挿して「所与」の鐘として与え，それに基づ、いて諸

種の予測を行うことにした。前掲の第 1図では， 1非農業雇用J(Nc) を外生変数として扱

うと示してあるが，これは形式上の便宜によるものであり，実質的には Nーのこのような

比較的に安定的な趨勢を前提にしたうえで Nc債を割り出しそれを労働力配分を示す外

生変数として設定することにしたのであるO

fモデ、ノレ BJでは.1兵器・軍需品調達量J(Om)と 「粗国定資本投資J(Oj)とのあいだ
にトレード・オフが構成されるから 0"，と 0;のうち， いずれか 1つが外生変数として

10) {口paB瓦a}，1976年 10丹28日号， 3ページ，および，間じく《口paB瓦a}，1981年 11月18E3号，
2 ベージ参照。

11) この「フルタイム麗照j換算農業雇用量 (.Na)は，ストルミリン=ゴスプラン嬢念による系列を
指標として用いたく《口JIaHOBOeX03兄員CTBO}，1957，ぬ.2， CTp.48を参照〉。この概念による数鐙
系殉は，ソ連側からはごくわずかの年次 (1940，1955，1956年〉についてしか公表されていないが，
現在までの大部分の年次については，諸種のソ連公式農業統計データのなかにイシプリジヅトに含

まれている。このような Naの数値を，算術的な操作で容易に探り出しうるということは，すでに

志く知られている。前掲，拙著 Fソ連経済成長の計量モデfレ~. 127ページの記述を参題せよ。
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扱われると，他の 1つは内生変数として算定されうることになる。本稿で述べるシミュレ

ーション分析では Oiを外生変数として扱い Omを内生変数として扱うことにした。

すなわち， たとえば1976'"'-'85年の期間について.i投資J0;の推移を実験的に幾通り
かに変化させて設定すると，それが種々さまざまな波及効果を経済の各部面に及ぼし，そ

れらに応じて.i兵器・軍需品調達量JOmの伸びもさまざまに変化することになる。本シ
ミュレーション作業では， このようなやり方で， まず 1976'"'-'85年について実験的に設定

された8通ちの Oiの変化率に芯じて，同じ8通ちの経路を Omにたどらせてみたわけで、

ある。その結果をトレード・オフ曲線の形で示したのが第2図である。なお，このような

実験的シミュレーションを行うに当たって，上に述べた以外の諸種の外生変数について設

定した藷仮定ないし諸想定は，第 1表に示したとおちである。すなわち，第 1表で明らか

なごとく，主要な「政策変数Jは， ほとんどすべて第 10次5カ年計画の計画吾標に基づ

いて与えられたわけである。

なお，この「モデ、ノレ No.5一一再改訂一一」では， 兵器類の輸出については， i生産財

および兵器の輸出Jfこ占める兵器のシェアを，外生変数(政策変数)として与えることに

し， そして.r生産財および兵器の輸出Jそのものは内生変数として輸出関数によって算
第 2図 ソ連経済における投資と兵器類調達のトレード・オアくモデル B)
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兵器類調達 (Om)成長率

o は第9次 FYPのパター γ。すなわち，投資の成長率約7%. 兵器諜達の成長率約5
%である。

① 第 10次カ年計画での投資の成長率目標。
② 1976，，-，82年の 7年憶における投資の伸び率く第 10次5カ年計画での自標僅を基礎に

算定;ただし， 1980年以後においては横ばいと想定〉。

③ 1976"-'85年の 10年間における投資の伸び率〈上記の②と同じ〉。
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ソ連における軍錆拡充と経済成長の今後の題勢予灘

第 1表 第 10次5カ年計画政策パターシ・シミュレーショ γ(1975----85年について〉に

おける外生変数についての諸想定

1.農業への工業製品経常投入〈北学記料，燃料，電力，農業機械パーツ，~合飼料などの投入〉
1976，，-，80年についての想定植は次の通りであるく1955年=100)。

1976年 374.9 1977年 400.6 1978年 426.8

1979年 454.0 1980年 482.0

これらの値は，第LO次5カ年計画のソ連当局去表の諸種の計画昌標鑑から導出した。

"-'85年については，上記1976，，-，80年の 5寺

2.耐久消費財生産量(代表13品目総合指数換算〕

1976"-'80年の 5年間については，平均年率6.05%の伸び率とした。

これは，第 10次5カ年計画の「文化生活用品」生産の計画目標鐘から換算した。

1981"-'85年についても向乙神び率を仮定。

3.農産原料純輸出(実際には負{重であるから純輸入である;主として食料の輸入〉

1971 "-'75年0)5カ年間の平均輩を将来予裁の全期損に適用した。

4. 労働力の都市・農村間の配分(モデノレ己の場合〕

1971~75 年の l\Ta の平均年変化率は-0.7%であり，この鐘は将来においても比較的安定的

な値であると思われるので，それに基づいてシミュレーショシを行ったく本文第4節参照〉。

5. 兵員数および[分類不明j労働力(囚人など〉

1976年実際誼が，ほぼ変わりなく全予測期間に適用されうるものと仮定した。

6.総投資量 Oi(国定資本投資〉

第 10次5カ年計画目標値および 1977年までの実額植を基礎として， 1976-----80年については

次の檀を適用したく1955年=100)。

1976年 476.2 1977年 4ぬ 5 1978年 508.5

1979年 518.5 1980年 519.9

この値の導出については，本文第3節およびその関連5を見よ。
1981，，-，90年については，この 19鴎年植が不変に維持されるものと想定したく同乙く本文参

照)。ただし，モデノレ B の場合は，異なった伸び率の数種類の 0;について実験的シミュレ
ーショシを行った。

7.兵器・軍需品類の謂達・生産量 Om(モデノレ Aの場合〉
将来予測の全期間について 8種類の異なった年平均伸び率を実験的に適用してシミュレー
ショ γを行った。

8.全世界の国内総生産の実質総額くただしサーピス産業を除く〉
将来予測の全期間について， 平均年率4.0%の伸び率を想定した。

9.人口
JEC， Congress of theむ.S.， Soviet Economy in a New Perspective， 1976， p. 152 fこ
示された将来人母子誕値を用いた。

10.投資の配分
四時~80 年については，第 10 次 5 ヵ年計画自標値を適用した。
1981~85 年については，実験的iこ 3 つのパリアシト [1) ， [11)， [111)を適用してそれぞれシ
ミュレーショ γを行ってみたむ
以上の投資配分については，第2表を見よ 0

11. I兵器輸出額J/r兵器輸出額+生産財輸出額」
1971~75 年の平均笹を全期間について適用した。

12.播種面積およびそれに占める野菜栽壇のためのプライベート・プロヅトの辻重
1975年値がほぼ不変のまま，全予顎!日期間に適用されうるものと仮定した。

13. 生鮮食品の総商品化量に占める国家調達・買討量の比重
1975年値が誌ほ守二変のまま全予測窮間tこ適用されうるものと仮定した0

14.天候くモスクワ，パノレナウノレおよびサラトフの月邪気温ならびに蜂水量〉
1966~75 年の 10 年間の平均鐙を適用した。

(注〉 予測作業に当たっては，本表に示した外生変数についての諸想定のほか，総播種面積に占める野
菜栽培沼プライベート・プロット彊積のウェートの趨勢線に対する下限値，および， 農村人口 l
人当たりでの農産物の農民自己消費量の下摂鐘を荻定した。さらに1985.-....90年についての予測に
当たっては，本文第 2欝で述べるように，都市における“participationratio"についての脅迫約
を強化した復定による予測を行った。
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定するというモデ、ノレ構造としておいた。このように，兵器輸出を明示的にモデルに導入し

たことが， r再改言JJモデノレの 1つの特徴である O
なお，重要な「政策変数」であると思われる「投資の配分J(産業別の配分)について

は， 1976----80年の期分については第 10次 5カ年計画の計画鐘をそのまま適用したが，

1981"-'85年については，第 2表に示したように， (IJ， (II)， (IIIJの3つのバリアントを

実験的に想定してシミュレーションを行ってみた。〔ちは第 10次5ヵ年計画の投資配分

第2表 ソ連酉定資本配分(総冨定資本投資に占めるシェア〉

第7次5カ年計画期実績
(7カ年計画期中の 1961.-....-65年〉

第8次5カ年計画期実績
(1966.-....-70年〕

第9次5カ年計画期実績
(1971 ，，-，75年〉

第10次5カ年計画(計画僅〉

(1976----80年〉

1979年実績

1981，，-，85年想定

1981，，-，90年懇定

拡工業投資 363%i 
農業投資 広 4Zj70・6%
住宅投資 18.3% 

拡工業投資 ~~. ~~l 
農業投資 17.09U(69.696 
住宅投資 17.0% 

鉱工業投資 35務 l
農業投資 19.9%j70・3%
住宅投資 15. 1% 

誌工業投資 認.7ZI
農業投資 お 7Zj71・5%
住宅投資 12.1% 

拡工業投資 35.7%i 
農業投資 20. 1% ; 68.9% 

住宅投資 13.1% J 

バリアγ ト(IJ
上記の第10次5カ年計画値と同じ。
パジアy ト江口

鉱工業投資 44.4%i 

農業投資 15. 0% ~ 71. 5% 
住宅投資 12.1% ) 

ノミリア γ ト (IIIJ 
鉱工業投資 43.0%i 
農業投資 22.0% ; 75. 0% 
住宅投資 10.0% ) 

パリアシト(IVJ
1979年実績と再じ。

〈注〉 1975年までの実績植は，ソ連致府の会式の経済統計年鑑{Hapo.nHoeX03匁員C-
TBO CCCP a 1975 r¥> CTp. 507のデータをベースにしたものである。 なお，
同年鑑の次年度寂以韓は評価ベースが改訂されている。ただし， 1979年鑑も，
同年鑑79年販の数{置を 75年販ベースに換算して示した。

第 10次5カ年計画自標値は， (立paBぇa)，1976年1OJ]28日号， および，

(3KOHOM沼田CKa冗 ra3eTa)，1975年号所i誌の諸数値を基礎に導出したものであ
る。すべて，上記の 1975年までの実績値と同じ評鏑ベースに換算してある。
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ソ連における軍備拡充と経済成長の今後の趨勢予測

パターンの計画値， (II)は農業投資のウェイトの削減と工業投資のウェイトの引き上げ，

(III)は住宅投資のウェイトの切ち下げと工・農業投資ウェイト双方の引き上げを，それ

ぞれ示しているパリアントである。 Oiと Omとのトレード・オフ関係についての実験的

シミュレーションの結果を図示した第 2図では. 1981'"'-'85年に関しての「投資配分J

関する上記の 3つの実験的パワアントロエ (II)，(III)の結果も図示されている。

この第 2図できわめて明確に示されているように，第 10次 5カ年計画期ないし 1980年

代前半のソ連では，第 9次 5カ年計画期に比べて投資の伸び率を 1/3ないし 1/4に切り下

げ，それによって資源・資材をうかし，それを兵器類の生産に投入することによって Om

の成長率を第g次5カ年計画期の実績〈平均年率5%強) に比べて， 平均年率2%程度ヲi

き上げようとする経済運営パターンが行われはじめたものと考えねばならないのである。

それをわかりやすい概念図の形で示したのが第 3図である。そして，この第 2図と第 3図

に示された「モデ、ノレ BJによるシミュレーションの結果に照らしてみれば，ソ連において

は，第四次5カ年計画期から 1980年代の前半にかけて Omの成長率は， 平均年率で約

7%というかなち高い億となるで三うろうと予測せざるをえなくなったわけで、ある。

いうまでもなく，すでに述べたごとく 「消費財J(とくに耐久消費財〉 の生産目標を非

常に低く抑え，そのうえ，将来の経済繁栄と成長の源泉である投資の伸び率さえもを従来

よりも 1/3'"'-'1/4Vこまで削減してまでも資源・資材の余裕をつくり出し， それを軍錆拡充

に投入するとL、う経溌運営は，経済政策としてはまさに「非常手段」そのものである。実

このような経済運営パターンは， 大東亜戦争に突入する直前の昭和15'"'-'16年ごろに

第 3函 シミュレーショシによって算定されたトレードオフ曲線の概念図〈モデル B)(
平
均
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率
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おける日本の経済運営パターンときわめて長く類似しているのである 1230 また，周知のご

し近年の世界情勢において， この第2図および第3図が示しているような平均年率7%

前後といったソ連の「兵器・軍需品調達量」の伸び率は，全世界の軍事力バランスを大き

く崩壊させる可濃性が濃いことを意味するものである。したがって，この第2図および第

3図に示された「モデル BJによるシミュレーション結果は，きわめてショッキングな意

味合いを合意していると考えざるをえないのである。

なお，この第2図，第 3留のトレード・オフ曲線の分析に関連して，投資の伸びを抑え

てうかした資源・資材を，軍横以外の抱のなんらかの使途に充当する可能性が5カ年計画

の枠内においてもあるのではなし、かという疑問が生じるかもしれなし、。しかし，そのよう

な可能性は，ほとんどまったくないと考えねばならなL、。なぜならば，第 1節ですでに詳

述したように， 筆者のモデルのなかでは， I消費J(政府消費をも含めて〉拭， 内生変数

〈筆者のモデノレで、は消費に関する変数は 14留の多きに達している)として，巨大な動学的

達立方程式体系の「解Jとして決定され，しかも，それらを基本的に規定する諸種の外生

変数は， 第 1表に示したように， 主としてソ連政府公表の第 10次5カ年計画の目標数字

から導出されているからであり，さらに， このモデルのなかでは， I輪出入」もまた， 諸

12) 大東亜戦争に突入する直前の昭和 15.......-16年ごろにおけるわが国の経済運営が，まさにこのような
パターンであった。
すなわち，その当時のわが国の実震粗密定資本投資額の推移は次のとおりでらったく1934.......-36年

価格による実費値;単泣1∞万円〕。

昭和 12年 3， 109 

13 3，958 

14 5，002 

15 4，610 

16 4，607 

大JII一司ほか， w犀民所得一長期経済統計-~，東洋経済新報社，昭和 49 年刊， 214，222ページを
見よ。
また， 当時のわが爵の軍事費の推移は次のごとくであるく1934.......-36年価格による実質値;単位

100万円〉。

総額 内う地ち兵力分 常う講ち届拐費

昭和 12年 3，089 2， 734 1， 158 

13 5，948 4，284 1， 160 

14 4，829 3，603 1，211 

15 5，579 4，682 1，559 

16 8，002 6， 168 1，889 

この「軍事費Jfこは，軍事扶助，年金・恩給，および冨債利子を含めてはいない。総額一常嬬国
防費=戦費である。この数字系列は，江晃康一， 塩野谷祐一著『訴致支出一長期経済統計一j]，東
洋経済新報社，昭和41年子ij，188~189 ベージ所収の名目檀系列を，上掲『由民所得一長期経済統計

-Jl， 232---233ベージ所l艮のデフレーターを用いて実箕化したものである。原挺として， r政府経常
支出jのためのデフレーターを用いたが，昭和 16年についてはそれが欠知しているため， r民間前
費支出」のためのデフレーターを昭和 15年でリ γクしたもので代用した。
このような数値で明らかなように，昭和 15-----16年ごろのわが国で、は，たとえば昭和 14年に辻ベ

て実質粗毘定資本投資額が低く抑えられ，軍事費が急激に増加させられていたのである。
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ソ連における軍備拡充と経済成長の今後の趨勢子部

種の外生変数と輸出関数および輸入関数を通じて決まる形となっているからである。この

ように「浩費Jと「輪出入」とが.モデソレの内生変数として，連立方程式の「解」の形で

決定される以上は， r投資」を相対的に削減してうかした資材・資源は，事実上そのほと
んどすべてが， r軍横J(もしくは兵器の輸出)に回る以外にはないはずだという論理にな
るはずで怠る〈第 2 図，第 3~司法.このような論理に基づいてなされたシミュレーション

の結果を示したものにほかならない)。

そのほかにわずかに考えうる非軍事的「使途」 としては， ③在庫投資(非常婿蓄以外

の)，②非軍事的な対外贈与，③純粋に非軍事的な R&Dの3つが考えられる。しかし

①については，ソ連政府当局が，固定資本投資の伸びを大幅に犠牲にしてまでも，非常備

蓄ではない「普通の形態のJ 在庫投資の拡大を計画するとは考えられないしく後掲の補

論の記述のごとく，非常備蓄は OmVこ算入されている).②は 1960年代より現在まで，対

GNP比ではネグリジプルと君敬しうるほどの数少な規模でしか行われていなL、。③もま

た， 1970年代を通じて，目立つような異常な増加額向を示してはいないのである。

ただし対外「軍事援助」を考慮するとすれば，これは相当な規摸に達する可能性があ

ワ，そのために必要とされる資源・資材は圏内経済活動のための資源・資材と競合関係と

なり， トレード・オフ関係を生じるであろう。しかし いうまでもなく， r軍事援助J の
主要部分は兵器の無償輪出であるから，そのためには「兵器・軍需品」の生産が必要なは

ずである。そして，それは，すでに考察したトレード・オフ (i)および (ii)に包含きれう

ることになる立ずだと考えねばならないのであるO

なお，この第 2留において，明穫に示されているように.予測期間が将来に向かつて延

びれば延びるほど， トレード・オフ陸線が右方にシフトしまた，その勾配が急唆化して

いることの主要な原因は，ソ連経済の長期的な趨勢として見られる効率の低下およびそれ

にともなうコスト・アップであると考えうるであろう O そして，それをいやがうえにも激

化させる要因は， r投資をさえ犠牲にする」という， 近年の経済運営パターンであること
は疑いをいれないところであるO

5. rモデル AJによるシミュレーション分析
一-Omと Naのトレード・オフ一一

「モデ、ノレ AJを用いたシミュレージョン分析は，次のようなやり方で行った。

すなわち.r投資JOi については第 10次5カ年計画に示されたソ連当局公表の計画伸び
率を所与として (1980'"'-'85年については上述したような状況判断により 0;を，一応，横

ばいと想定した)， r兵器・軍需品調達量JOmの伸び率を種々に変化させて， それに応じ
てそれによる亘接・間接の波及効果をすべて追跡・算入したうえで， rモデ、ノレ AJVこより，
数十摺におよぶ内生変数のすべてに 1975年から 1985年にいたる経路を幾自となくたどら

せてみたわけで、ある。

このような「モデ、ノレ AJ を用いたシミュレーションの結果から Om の伸び率と Na

(rフノレタイム雇用j換算の農業雇用量〉の伸び率とのあいだのトレード・オフ関係を導出

し(すなわち前述のトレード・オフ (i)である).それを示したものが第4図である。
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ソ連経済における兵器講達と農業雇用量のトレード・オフくモデル A)第 4函
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し
周知のごとく 「労働力制約j がシピアになっている近年のソ連経済においては， この

Naの動きに注目することが必要であることは，言うまでもないであろう。農業の不振傾

向に対する対策として，大量の生産要素の投入を農業部門へ行わざるをえず，したがって

現在でも庭大な労鶴カを農業にはりつけている状態のソ連経済では， 過去20年間， この

Nーは徴誠領向にとどまってきた。そして，将来においても，農業における労働生産性の

飛麗的向上が生じないかぎちれ、うまでもなく，現在のソ連ではその可龍性はほとんど無

し、)，この趨勢はあまり変らないであろう o したがって，前欝ですでに述べておいたとこ

ろの， 1970---75年の期間について実際に観察された平均年率O.7だという N与の減少率
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を，将来につレても 1つの「めど」として用いることは十分に妥当性があるであろう。

第 4図に示された「モテ‘ノレ AJによるシミュレーションから得られたトレード・オフ曲

線に，この O.7%という Nーの減少率を当てはめると， 1975-----85年の時期における Omの

成長率は平均年率で約 7%となる。この誼は，第 2図に示された「モデ、ノレ BJ による Om

成長率の予挺値とほとんど完全に一致している O

要するに， 第 2図と第 4図とを総合的に見れば， 第 10次 5カ年計画の計画呂標体系に

内含されている経済運営パターン・資源配分パターンに基づく 「兵器・軍需品調達量J

Omの伸び率は，平均年率で 7%程度とLづ相当に高いテ γポに達するであろうと予測せ

ざるをえなかったわけで、ある。

6. 第 10次 5カ年計匿の経済運営バターンに基づく基本予灘

一一勉の予測値との比較一一

念のためにここで指摘しておきたいことは，もし筆者のそデ、ノレがソ達経済の効率やパー

フォーマンスを過大評領しているとすれば，その結果として Omの伸びをも過大に予測し

てしまう可能性があることになるであろうが，そのようなことはまず考えられないという

ことである。

なぜならば，第 3表に示したように，重要な経済諸指標についての筆者のそデ)レの予測

第3表 第 10次5ヵ年計画呂標とモデノレ予瀦値の比較(第10次5カ年

計画発足時の想定による) (5年間の増加率・%)

菌民所得

GNP 

工業生産

工業労欝生産性

農業生産 (5カ年平均〉

粗題定資本投資 (5カ年平均〉

総消費

泊費財供給(社会化商業〉

実費賃金

兵器調達

兵器輸出

第 10次 FYP
司標(ソ連政
府公表〕

26 

36 

31 

16 

26 

29 

17 

丹羽モデノレ予割く当初の想定による〉
SRI-WEFA 
SOVMOD II I (1975→1980年)I (1980→1985年〕
(1975→1980年J1-一一一一一一ー一一!一一一

iAモ B モ iAモ B モ
|デノレ デノレ |デ/レ デノレ

122 22 114 14 

25 I 21 21 I 15 Hi 

j13 
115 

25 

24 

25 

13 

28 

16 

23 24 

12 13 

(註〉 ソ連政詩の公表計画巨標は， {口paB.lla)，1976年 10月28日付号， 10月30日付号によった。 SRI-
WEFAの SOVMODII予調Ij値は， L. R. Klein， D. W. Green，担.S. Levine， and others， 
The SRI-l予TEFASoviet Econometric lvfodel: Phase Three Documentation， Vol. 1， SRI/ 

SSC， TN-2970-5， May 1977， p. 41によった。 SRI-WEFAモデルの予測龍で，上下2段の数

字が示されている場合。下設はソ連概念，上段は西側境念、の値で‘ある。丹羽そデルは，原則とし

て，西但.1¥概急の値である Q
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結-果は，そのほとんどすべてがソ連当局公表の「第 10次 5カ年計画Jel標笹よりもかな

り下回っているからである。また，同じく第3表に示されているように，スタンフォード

研究所 (SRI)とペンジルバニア大学のワ一トン計量経済学的予測協会 (WEFA)との共同

研究によるソ連経済計量モデ、ノレ SOVMODIIによる予測{直と比べても，筆者のモデ、ノレは

比較的よく近似した予測値を出しており，しかも，筆者のモデルによる予測値のほうがし

ばしばー屠低自の数字を示している傾向があるのである 13)。したがって，この第 3表を見

るかぎり，筆者のモデ、ノレが， ソ連経済の効率ないしパーフォーマンスを相対的に過大評倍

しているとは決していえないであろう。 また， この第 3表が示しているように， 1980年

代以韓はソ連の経済成長率が非常に低くなり，労働者の実質賃金水準などは完全に頭うち

になるであろうということが予測されたことも，見逃しえない重要な点である。それにもか

かわらず， 筆者のモデ、ノレによるシミュレーション結果が， 1975"-'85年の期間について，

平均年率7%前後とL寸相当に高いソ連の「兵器・軍需品類の調達・生産量JOmの伸び
率を予測しているということは，きわめて重大な意味を持っているといわねばならない。

7. 第 10次 5カ年計画後半の政策変更とモデルによる事後的フォロー

第 10次 5カ年計画の後半のソ連経済においては， 1つの注目すべき傾向が現われた。す

で、に述べたごとく第 10次カ年計画の当初百標では非常に抵く抑えられた投資の伸び率が，

各年の「年次計画」ではわずかながら「上向き修正j され， 実績値も，第 10次 5カ年計

画の半ばの 1978年ごろには当初の目標よりもやや伸び¥結局，第四次 5カ年計画期間中

の投資の伸び率の実績舘は， この 5カ年計画の当初呂標を若干上回ることになった (5カ

年平均で26%増という当初目標に対して，実績は29%増であった)14) 0 

他方において， 第 10次 5カ年計画の後半期においては， 耐久消費財の生産が， 5ヵ年

計画の当初昌標よりははるかに低く抑えられ，また， トラクターなどの農業機械や化学肥

料の生産も， 同様に低く抑えられたことが目立ったO とくに， 1979年においては，耐久

消費財には減産，もしくは，生産の伸びがまったく止まったものが多かった15)01980年にお

いても，それらの生産の頭うち状況は続いた16hまた，同様に 1979年においては，農業機

械と化学肥料は減産を記録し， 1980年においてもトラクターなど農業機械生産の伸びは

まったく止まってしまったままになっている17hさすがに，化学肥料の生産のみは， 1980 

年にはやや回復したが， しかし， 第 10次 5ヵ年計画の当初目標に盛りこまれていた化学

肥料の大幅増産計画が，完全に放棄された状況となってしまったことは確かである1%

13) SOVMOD II については，第3表の注記に掲げた SRI/SSCの報告書の Vol.1， Vol. IIを見よ O
14) 第 3節の脚注 6)を見よ。
15) {口paBAa}，1980年1月26E号， 1~2 ページ， および， (HapoAHoe X03HHCTBO CCCP B 1979 

r.)所収の各種工業製品生産量のデータを見よ。
16) (3KOHOMlfQeCKa沼 ra3eTa)，地.5， 1981， CTp. 11-12見よ。
17) 上記騨注6)および 7)に示されたものと同じ資料源による。
18) 第 10次 5ヵ年計酉における化学肥料生産量の当初吾標は.1975年実績の 90.2(100万トシ〉より
1980年には 143(100万ト γ〉まで増やそうとするものであった。平均年率で9.7%の高度成長を

目ざしていたわけである。 (3KOHOMHtIeCKaHra3eTa)，地.23， 1977， CTp. 1を参照。しかし， 1979 
年の化学肥料の生産実震は 1978年より約4%低下して 94.5 (100万トン〉 となれそして， 1980 
年の生産実績は 104く100万トン〉であった。 {HapOAHoeX03匁員CTBOCCCP B 1979 rふ CTp.177，

-178-



ソ連における軍備拡充と経済成長の今後の趨勢予測

言うまでもなく，自由経済体制の場合とは異なって，ソ連経済において法，そのような

生産不振は， r売れゆき不振Jといった「需要サイド」に原因があるのではなく， それら
を生産するために必要な資源や資材が不十分にしか割り当てられないという「供給サイド」

に原因があると見なければならない。

要するに， 第 1図のモデ、ノレの簡略図にそくして言えば， 第 10次 5カ年計画期の後半に

おいては，Ai (農業への工業製品経常投入) と Cd (耐久消費財生産〉の伸びが穏当大幅

に「下向き修正」され， oi〈投資〉がわずかに「上向き諺正」されたわけで、ある。おそら
く，そのような致策変更のネットの効果としては，Oiの伸び率に若干の「上向き修正Jが

誌どこされたにもかかわらず，Om (兵器・軍需品調達〉の伸び率を維持するための資源・

資材はんと Cd の犠牲によって確課されることになるということであろう O すなわち，

第 1図のモデ、ノレ笥略図に示されたトレード・オフ関係 (iv)の効果である O

第 4表は，このような第 10次 5カ年計画後半の政策変更をおりこんで， Oi， Aj， Cd Vこ

1976，，-，80年の期間の実讃鑑をイ γプットし， rモデ、ノレ BJをランさせることにより，第 10
次5ヵ年計画期について「事後的フォロ -Jシミュレーションを行った結果を示したもの

である。この第 4表では，モデ、ノレが実績値をよくフォローしていることが示されている。

そして，予想通り， Oiの伸び、率の「上向き修正Jにもかかわらず Omの伸び、率はほぼ変

りなく維持されたことが，実績値においても，モデ‘ノレ・シミュレーションにおいても示さ

れたのである。

なお Omの実績値の成長率は， 1975'"'-'79年の期間では平均年率 7.3%であるが. 1977 

"-'79年の期間をとると平均年率 7.9%であった(末尾の祷論参照〉。第 10次 5カ年計画期

後半のほうが Omの成長率辻加速されたのである。同様な第 10次 5カ年計画期後半にお

ける Om成長率の加速現象は，モデル内挿{童においても明瞭に観察しうる O これは，明ら

第4表 第 10次5ヵ年計画の目標と実襲，および，モデノレによる事後約フォロー

国民所得

GNP 

工業生産

工業労働生産性

喪業生産 (5年龍平均〉

画定資本投資 (5年間平均〉

総消費

消費財供給く社会化商業〉

実質賃金

兵器調達

(5年間の増加率先)

j第10次 FYP目標 第10次 FYP実襲 i丹羽モデノレ事後的フ
! くソ連政蔚公表) (ソ連政府公表)ォロー くモデノレ B)

26 23 21 

1 ・ 20

36 24 25 

31 17 15 
n5 16 9 
¥10 

26 29 29 

14 

29 約20 16 

17 6 

1975→ 1979年卦 40 

存LZT72W;ua11〈平均年率 7断〉
く注〉 ソ達政府公表値は前揖脚注 5)および静注 6)~こ示 Lた諸資料によった。札口後掲補論参照。

および， {3KOHOMH立eCKa匁 ra3eTa}，N2. 5. 1981， CTp. 11を晃よ。すなわち， 1975'"'-'80年の成長
率は平均年率2.9%でLかなかったわけである。
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かに，Aiと Cd を相対的に犠牲にするとL、う致策の効果によるものであった。

要するに，第3図の概念留に示したように，第 10次5カ年計画の後半におけるこのよ

うな政策転換によって， r投資」と「兵器・軍需品の調達・生産jとのあいだのトレード・
オフ曲線を，右方ヘシフトさせることができたということなので怠る。

8. 第 11次 5カ年計画期および80年代後半期についての予灘

筆者は，同様な予測方法を第 11次 5カ年計画期間 (1981'"'-'85年)および1980年代後半

の1986'"'-'90年の期間についても適用してみた。

1980年 12月2S，ソ連邦共産党中央委員会は，第 11次5カ年計画のガイドラインを公

表しこれは 1981年 2月のソ連邦共産党第26由党大会で承認された1句。このガイドライ

ンでは，主要な計画目標については，その呂標数字に上援と下限とを示すという「幅を持

たせたJ目標設定がなされていた。全般的に， 低成長であった第 10次5カ年計画の比べ

てさえこの第 11次 5カ年計画ゎ諸目標はさらにいちじるしく低く抑えられておち， ソ連

の計画当局吉身が， 80年代のソ連経済の成長力についてきわめて悲観的に見ていること

が明らかとなったのである。そして， 1981年 11月のソ連邦最高会議では， この第 11次

5カ年計画の諸巨標が確定されたので、あるが，そのほとんどすべてにおいて「下限佳Jが

採択されたので、ある紛。しかも， 実質粗固定資本投資額の計酉においては， 第 26田党大

会で承認された当初のガイドラインでは， 1976-----80年の 5年間の投資実績に比べて 1981

'"'-'85年の投資額を 12'"'-'15%増加させるという昌壊とされていたりにもかかわらず， 1981 

年 11月のソ連邦最高会議で採択された確定計画で、は，この「下隈Jをさえ説りこんで，わ

ずかに10.4%の増加を目標とすることに定められたので、ある2130 間最高会議では，この投

資額り大部分を占めている菌家投資の伸びについての確定計画目標を， 1980年=100とし

て，次のごとく定めた。すなわち，

1981年 104.0

1982年 103.3

1983年 105.6

1984年 106.9

1985年 105.4

である2230要するに， 1982，-....，85年の期間においては，ソ連の実糞粗固定資本投資額は，事実

上，ゼロ成長に近い状態に抑えられる計画とされたわけである。

すで、に述べたように，第 10次 5カ年計画の後半で誌， わずかながら投資計画が F上向
き修正j されたので、怠ったが，第 11次 5カ年計画では，再び，投資の伸びを厳しく抑制す

るというバター γの計画とされたのである。そして，この投資の伸びの抑制の程度は，第

11次5カ年計画のほうが第 10次カ年計画よりも，さらに一段と厳しくなったわけで、ある。

筆者は，このような第11次5カ年計画の諸目標数字を考慮に入れて， rモデ、/レ sJを用

19) {npaB.lla}， 1980年 12月2日号， 1.......，6ベージ，および， 1981年2月2813号， 2.......，4ベージを見よ。
20) (訂paBぇa)，1981年 11月18日号， 1.......，3ページ，および.1981年 11月20B号.1ページを見よ。
21)主掲.(口paB.lla)，1981年 11y:l 18日号.1ベージ。
22)上掲.(npaB疋a)，1981年 11丹20日号. 1ベージ。
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いて 1980-----90年の期間についてプロジェクジョ γを行ってみた。そのさい， これまでと

同様に， r粗居定資本投資J0;を外生変数として扱い， r兵器・軍需品諒達量JOmを内生
変数として扱って計算を行ったo 1980-----85年の期間における Oiの経路は， 上記の第五

次 5カ年計画の国家投資の確定計画目標をそのまま用い， そして， 1985~90 年について

は，この計語呂標値の趨勢から誰して， 1985年値がそのまま 1990年まで横ばいに持続さ

れるものと想定することにした23)。投資の産業関配分については，第 2表に示した 1979年

のパターン(パリアントワV))が， 1980-----90年の期間にほぼ妥当するものと想定した。

これまでの記述で重要な変数であることが境らかになった2つの外生変数，すなわち，

f農業への工業製品経曽投入J(Ai)と「耐久消費財生産量J(Cd)については，第 11次5カ

年計画の諸目標数字を基礎として推計を行い，本研究作業で用いたデータ・ベースに換算

すると， 1980，--...，85年の「計画或長率Jは，平均年率でんは 3.99%，Cd は 3.71%とな

る2430 ここではまず，この第 11次5カ年計画の「計画目標に基づいたところのJAiとCd

の成長率を 1980-----90年の期間について適用してプロジェクョンを行った。 ここでは，一

応，これを「オリジナノレ予測」と呼んでおくことにする O

しかし，このような「計画目標に基づいたJAiとCdの成長率は，従来の伊5から見て，
そのまま実現できるとは考えにく L、。そこで， ーそう現実的な想定として， 1978~80 年

の期間において実際に達成された成長率，すなわち，平均年率でん 2.34%， Cd 1. 31% 

を 1980~90 年の期間に適用した予部作業をも行ってみたO これを「移正予測J と呼ぶこ

とをこし7こし、。

この再予測とも，天侯要因の諸変数(外生変数)については， 1979年までの 15カ年平

均値を 1980'"'-'90年の全期間に適用した。また， 農産物の純輸入も外生変数として扱った

が，これについては， 1976~80 年の 5 カ年間実績鐘の平均値が 1980 ，-.，..， 90 年の全期間にも

適用されうるものと想定した。兵器輸出について法，輪出関数により内生変数として決定

されるところの「生産財および兵器の実質輸出額」のうち，兵器輸出の占めるジェアとし

ては， 1976'"'-'80 年実績の平均シェアが 1980~90 年の期間にも妥当するものと想定した。

その砲の諸種の外生変数についての想定は，前掲の第1表に示したものとほぼ詞じである。

このような藷想定に基づいて， rモデ‘ノレ BJを用いて，第 11次5カ年計画期間およびそ
の後の 1980年代後半について予測を行った結果を示したのが，第5表である O

この第5表においても，筆者のそデノレによる予測龍が，ここに示された主要指標におい

て， すべて， ソ連当局公表の第11次5カ年計画E標笹を下回っているということに注目
せざるをえない。とくに，生産性の向上率と消費財供給量における両者の草離はいちじる

23) 上掲の脚注21)と22)に示したソ連{J{IJの公表資料で立，第 11次 5ヵ年計画期の各年についての粗

固定資本投資の伸び率の計画自標値は， i国家投資Jについてのみ示され， r総投資」については示さ
れていない。上述のごとく「総投資jについては， その 1981~85 年の 5 年間実費合計額を， 1976 
---80年の該当額よりも 10.4%上自らせる予定であるとのみ述べられているだけである。 しかし，
実費「総投資」の 1980年値に， i富家投資Jについての各年の伸び率の計画値を仮に適用して試算
してみると， 1981~85 年の 5 ヵ年間合計額は 1976~80 年の 5 ヵ年間合計額を，ちょうど 10.4%上

回ることになる。したがって，各年についての「総投資」の伸び率の計画巨標値は， i富家投資j
での各年についての伸び率の計画巨標値と，ほぽ等しいであろうと推定しでもよさそうである。

24) 第 1表に示した方法に準じて算定した。
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第5表 第 11次5ヵ年計画目標および 1980----90年についてのモデノレ予想。年障の停び率・%)

国民所得

GNP 
工業生産

工業労儲生産性

農業生産 (5年間平均〉

雷定資本投資何年間平均〉

総消費

消費財供給(社会化商業〉

実質賃金

兵器諜達

第 11次FYP 丹ヨヨモデル予測〈モデノレ b)
計画目標(ソ l 

連備公表) 1980→1985年 1985→ 1990年

(妻初) (謀)1件訴ナ 移正予翻;Z芸品ナ 修正予誕

18"-'20 

26----28 

23----25 

12----14 

12----15 

22..........25 

13"'16 

18 116..........17 

26 

23 

13 

10.4 

23 

14.5 

17 

24 

13 

4----8 
110 
l 9 
12 

13 

1'"'-' 3 

40(平寺ZZ)

15----16 

17 

11 

10 

11 

6 

-1"-'1 - 1 

42(平告芝):23(平tZZ)

9 

10 

15 

7 

4 

(03 
0.3 
3 

4 

- 3 

23(平記芝)

(注〉 丹羽毛デノレ予損U1重は，原貝GとLて西領u概念の数値。ただし，起居定資本投資の上段はソ連憤Ij公
表系列。下段は西側推計系列への換算値。

第 11次5ヶ年計画のソ連当昂公表日標値は，前提脚注19)および20)に示したソ連{融資料によ

った。

しく，それが主要な原因となって，実質賃金の動向についての数字も，両者の食いちがし、

は大きい。

ソ連当局公表の吾標値のうち，生産性向上呂擦などは，単純に過去の例にてらしてみて

も楽観的にすぎるようであり， とくに， 投資計画がきわめて低く設定されたのであるか

ら，この生産性向上計冨は達成できない可龍性が濃い。そして，そのことは， 第 11次5

カ年計画が， 第 10次5カ年計酉と同様に不成績に終る公算が高いことを意味するもので

あろう。すなわち，第 11次 5カ年計冨は，筆者のそテ、ノレの「修正プロジェクジョンJ程

度の実績に終る公算が最も高いのではないかと患われる。それにもかかわらず， I兵器調

達量」の成長率が， 1985年ごろまでは，平均年率7%以上という梧当な高度成長を持続す

るものと予瀕されたことは，十分に注目されるべきことである。このことは，全世界の軍

事力パラ γスに大きな影響を与える要因となるであろう O

1985----90年の時期になると， これらの諸指標のすべてにおいて成長率がきわめて低く

なるものと予測されていることは興味深し、。「兵器類調達量jでさえ， 1985----90年の時期

には，平均年率で4%程度の成長率にまで低下するものと予挺されたので、ある。

第§表は， ソ連の第 10次 5カ年計画から第 11次 5カ年計画にかけての持期における 5

つの経済運営バターンの変更が，直接・琵接の波及効果を通じて「兵器・軍需品の謁達

量JOmの成長率にどのような影響を与えたかを， モデノレ・シミュレーショ γの結果にて

らして示したもりである。同表の舎繍と⑤摘を比べてみると， 第 10次5カ年計画後半か

らのんと Cd の伸び率を抑える致策と，第 11次 5カ年計画の確定目標に見られる「投

資JOiの伸び率をきわめて抵く抑える政策の実施によって Omの成長率を， 1980年代

の前半において，平均年率で0.8パーセント引上げることができているはずだという， 非

常に興味深い分析結果が，この第§表で読みとられうるであろう。
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ソ連における軍錆拡充と経済成長の今後の謹勢予測

第6表 政策変更による兵器調達 (Om)の成長率の変化(モデル Bによる予測笹)(平均年率先〉

1975→80年 1978→80年 1980→85年 1975→85年

①第10次 FYPの当初のパター γ

②投資わ伸び率のみ現実値および第11
次 FYPのオジジナノレ巨標鐘に入れ
替え(投資の上向き修正〉

③投資の産業別配分をも現実鎮(1980
年以降は 1979年の配分ノ毛ターシを
適用〉に入れ替え

③AiとCdの伸び率をも現実笹に入れ
替えく1980年以降は 1978'"'-'80年の
平均伸び率を連用〉

7.0 
(7.4) 

6. 7 
(7.1) 

6.3 
く6.7) 

6.6 
(7.0) 

7. 7 

7.9 

7.5 

10. 7 

7.0 

6.8 

6.5 

7.0 

7.0 
(7.2) 

6.8 
(7.0) 

6.4 
(6.6) 

6.8 
(7.0) 

⑤投資の伸び率を， さらに， 第 11次 7.3 7.0 
FYPの改訂呂標{島こ入れ替え (7. 1) 

〈註〉 或長率は，当該の 2つの年次についての Omのモデル推定誼より算定した。ただしく 〉は1975

年の実際値をベースにした算定であるc

本来ならば，現在のソ連経済では，合理化や近代化を推進し，生産性を向上させるため

に，投資をもっと大幅に増やすべきところであろう O また，ソ連の市民生活の相対的にい

ちじるしい立ち遅れ〈西鶴先進諸国に比べての〉を考えるならば，Cd も， ず、っと大幅に

増やすべきところであるはずである。さらに，ソ連農業の深刻な不振状態を考えると，ん

もまた，大幅に引き上げられてしかるべきところである G

したがって， これらのすべてを相対的に大きく犠牲にして Omを引上げるために資

源・資材を注入しようとLづ最近のソ連での経済運営は， まさに「非常手段J的な経済

運営方式であり， r短期決戦型J(投棄を犠牲にすることは，将来を犠牲にすることにほか
ならなしうの「臨戦態勢」型の経済運営であると言わねばならないのである。

9. 軍事支出総額についての推計予測

これまでは，ソ連の「兵器・軍需品類の調達・生産量JOmの動向予挺について述べて

きたので、あるが，最後に，兵員・土官などの人件費(現物による給養コストをも含む)を

も含めた軍事支出の実費「総額」の推移の予測について述べておく。

1975----90年の期間に，ソ連の兵員総数がそれほど大きく変化しないものとすると，実質

軍事支出総額の伸び率は，これまで述べてきた Omの伸び率よりも若干低い伸び率に定ま

る法ずである。ただしソ連の軍事支出のなかり兵員・士官の人件費のシェアは，ソ連当

局が公表している「菌防支出J額のなかでさえ 30数%を占めているにすぎずt r隠し財
源」による兵器・軍需品類の調達額や R&Dを含めた総軍事支出額のうちに占めるそれ

は， 10数タぎにも達しないということを念頭に震いておく必要がある O

このような条件を考恵に入れて，これまで述べてきたような Omの伸び率についてのシ

ミュレーション予測の結果を，兵員・士官などの人件費をも含めた軍事支出総額の実質停

び率に換算すれば，およその概算として，次のようになるであろう(平均年率)。

Om 実質軍事支出額

1975， ... --85年 7.0~7.3~ 6.5~6.8~ 
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1985'""-'90 年 4.2~ 3.7~ 

なお， 現実の問題として， 1980年代の半ば以韓は， ソ連における実質軍事支出の伸び

率は，ここに示したよりもー屠低くなると考えたほうがよいであろう o それは，第5表に

示したように，経済成長力の抵下だけではなく，実質賃金水準などに抵下が現れ始め，現

在のような無理な軍拡重視の経済政策を続けることの国難註がソ連の圏内で社会的・政治

的にも増すと思われるからである O 国内石油資源の制約が薮しくなることをも考慮に入れ

れば，なおさらのことであろう。

いずれにせよ，軍事支出でのソ連による大きなりードを許し続けるといった事態に，ア

メザカや西ヨーロッパ諸国が長期的に甘んじるとは思われなし、。しかも，アメリカ，西ヨ

ーロッパ諸菌， B本などは，尾大な生産能力の遊休であるところの「デフレ・ギャップ」

の害在ということが端的に物語っているように，いまなお，経済的に大きな余力を持って

おり，これら茜舗の自由陣営諸冨が本格的に軍備拡充に力を傾注し始めたるかつきには，

第 5表で明らかに示されているような或長力を急速に失いつつあるソ連経済にとっては，

現在のようには実質軍事支出の面でのリードを保ち続けるということはきわめて困難なこ

ととなるであろう。したがって，第2図と第3図できわめて明確に示されているような，

「第9次5カ年計画Jの時期に比べて投資の伸びを 1/3-----1/4にまで切り下げて資源・資

材をうかし，それを軍備拡充のλ ピード・アップのために投入するという「非常手段」そ

のものの経済運営を行っている現在のソ連は，むしろ， 1980年代前半の時期に焦点を絞っ

た「短期決戦」をねらっているものと考えてよいであろう o このことを考え合わせると，

1977年ごろより，ソ連が，その「真の軍事支出額jの大きさを外部から推定される手がかり

となるような数字一一たとえば後掲補論第7表の(3)欄の数値を導出するためには不可欠な

国民所得勘定の重要部分などーーを秘置し始めたことや，貿易統許においても，石油・非

鉄金属・穀物などの重要物資の輪出入量を秘警にし始めたことなどは， ソ連の「臨戦態

勢Jへの移行を示す重要な徴侯で、あると考えねばならえEいであろう O

稽議「兵器・軍需品類窮達量指数J(0".)について

一ーそのデータ的特性一一

本論文は，すでに本論で詳細に述べたように，筆者の推計・構築したソ連経済について

の計量モデルを用いて，シミュレーション分析の手法で今後のソ連における「因坊支出J，

とくに， r兵器・軍需品類の読達・生産量j の伸びを予測した研究作業の報告で、ある。 し
たがって，当然のこととして，筆者の研究作業で用いたところのソ連における「兵器・軍

需品類の調達・生産量」を表す指標一一筆者のモデルで、は Omとしづ記号でそれを表した

ーーがどのようなものであり，どの程震の信頼性を持っているものであるかが大きな問題

となる。

もとより，筆者は，たとえばCIA(米国中央↑育報員〉資料などを系統的・融続的に入手

しうるような立場にある者ではなし、。また， CIA によるソ連国防支出額の推計値それ自体

が，周知のごとく， 1976年5月24日および6月15Bの米匡議会上下謁院合同経済委員会

の小委員会におけるコノレピー CIA長官の報告で明らかになったように，きわめて大幅に
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第 8表 算定されたソ連の兵器・軍需品実質調達指数 (Om)の推移(実際値)rその 2Jく1974-----79年〉
(不変価格評価の実質値指数〉
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220.2 251. 6 272.0 

233.9 

改訂されたので、ある (たとえば 1975年については， ソ連国防支出の推定額は， 18推計の

270寵ルーフツレから実に 2倍以上の 550"-'600震ループルに改訂された)0 しかも， この

CIAの改訂推計は 1970年以前には及んでおらず，また，今後，斉一的な計算方式で継続

的に公表されるかどうかも確実ではないし，さらに，推計・計算方法の詳細について十分

なドキュメンテーショ γを入手することがきわめて菌難であるという点でも，われわれ日

本人の研究者にとっては不便である。

最近注吾を浴びている研究作業主こ， ウィリアム・リーによる 1-0表を用いたソ連の

「国家安全保障耐久黙J(主として兵器)(NS durables)の生産指数算定の試みがある2530し

かし， リーの研究作業は， トレムノレ教授グループによるソ連 1-0表の復元・再編成作業

結果のうち，最も新しい i1972年表jが利用可能になる以龍になされたものであり， 1970

年代に入ってからの数彊の信頼度はかなり疑わしし、。たとえば， 1972年についてのワー

が算出したソ連の {NSdurables~ の額は 25.9 (10震ループル)であるが，筆者がトレム

ル・グループ推計のi1972年 1-0表」を用いてほぼ同議の方法で算出した億は， 11. 7 

(10憧ループル〉となるのである。担当な食い違いであるといわねばならない。

以上のような考察に基づいて，筆者は，ソ連経済についての計量モデル構築のために用

いる「兵器・軍需品類の調達量指数J(Om)として，第7表凶構に示した系列， および，

その延長系列としての第8表④欄の系列を用いることにした。

この第7表(11棋の数字については，ほとんど説明が不要であろうが，多少の説明が要る

の拭，やはり(3)欄であろう。筆者が， [J新防衛論集j5巻 2号， 1977年 10月号所設の拙論

「ソ連における真の訪衛関保費支出の規模についての数量的考察」において詳結に分析し

25) W. T. Lee， The Estimation of Soviet Defense EXtenditures， 1955-75， Praeger Publishers， 
1977を参照せよ。
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ておいたように， ソ連政府公表の由民所得勘定 (NMP勘定)における「物的流動資本お

よひ‘髄蓄の増加額Jのうちの，通常の流動資本統計(在庫統計〉 では「アイデンティファ

イしえない部分J，すなわち「髄蓄額J(富家備蓄)が，主として，いわゆる「援し財源j

からの兵器・軍需品類の調達蓄積額であるらしいということは，ほぽ確実である。第7表

(31棋は， この「アイデγティファイしえない部分」をデフレーターによって実費化し，

「残差計算法j による誤差の増幅作用の影響を緩和するため r3カ年移動平均鐘j を算出
して示したものである O

第7表{21輔の R&D指数も，か主り問題点を含んでいる O 周知のごとく，ソ連致府が

公刊している『ソ連邦国民経済統計年鑑iでは， r科学J に対する支出額とL、う表現で，
R&Dの額が，国家財源によるものと，地方財源によるものをも含めた「総額Jとが，

毎年，公表されてきている。その誌かに，企業の自主財源によるま &D額をも算入した

「より大きな R&D総額」の数字も， 一部のソ連文献に示されていることがある。 しか

し.r狭い意味」での「軍事用 R&D額jは，このようなソ連政府公表の R&D額に
含まれていないかもしれないという疑いも持たれている O もし，そのように「含まれてい

ない」とすれば，そのような「狭い意味での軍事用 R&D額」は，むしろ(3)欄のカテゴ

リーに計上されていることになるはずである O

さらに，一層根源的に考えてみるならば，そもそも， R&D額のうちどこまでが軍事

用で，どこまでが民間用であるかをアイデンティファイ L.両者の間に「線引きJを行う

などということは.原理的にも実証的にも，きわめて医難なことであるはずである。した

がって，筆者のこの研究作業では， R&Dについての大まかなインディケーターとして，

「広い意味での国防関連 R&D額」が多く含まれていると考えられる「国家財若手、による

R&D額Jの実質値系列を，一応，利用しておくことにした。いうまでもなく，この系

列で、あれば、，毎年，斉一的にソ連政需の公表数字が入手されうるとL、う長所が通うることに

なる O なお，上述のように， r狭い意味での軍事用 R&D額jがソ連政府公表の R&D 
額に含まれていない場合には，それはおそらく矧績の数値系列に含まれていることになる

であろうから， (4)欄のように(1)， (2l， {3}概の加重平均によるアグリゲーテッド・イ γデッ

クスを Om指数として用いる場合には，得られた算定結果辻，ほとんど同じことになるは

ずである。

いずれにせよ，筆者がソ連経済についての計量モデ、ルを推計・構築するに当たって用い

た Om指数は， 1958'"'-'75年については，この第7表出欄の系列である。この Om指数は，

1958年から 1975年まで、の期間については， 原期として， ソ連政府が毎年公明jしてきた

rソ連邦国民経済統計年鑑』心、HapoλHoeX03冗詰CTBOCCCP;)のデータによって，一定の方
法で継続的に算出することができたと L、う便利なデータ的特性を備えていたわけで、ある。

ただし， 1976年以降については，ソ連政府が一部の統計を秘重し始めたため，この第7表

の数値系列を算出〈とくに(3l欄の算出)することが，かなり毘難になってきたのである。

なお， 1958年以前の時期についての Om指数としては， ワイノレス，ポウエル， ゴーデア

などの推計による「兵器類生産指数Jないし「兵器・軍需品類調達量指数」を用いた2830

26) 丹羽春喜著 fソ連経済成長の計量モデルムアジア経済研究所. 1973年刊， pp. 143'"'-'145， およ
び pp.154~156 を見よ。
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第 8表は， 第7表の系列を 1979年まで延長推計したものである。上に述べたように，

ソ連政府は， 1976年以降， データの重要な部分を秘憂しはじめたから， この推計作業は

相当に密難なものになったが，筆者は種々，工夫をこらして，ょうやく推計に成功したの

である。この第8表の推計作業および典拠資料等についての詳紹は， w経済経営論叢JJ(京
都産業大学経済経堂学会機関学術誌)， 16巻 4号，昭和57年 3月蒋行予定の誌上において

発表する予定である。

なお，このようにして算定された Om実績値指数の成長率は，平均年率で，

1969-----1971→1974-----76年 5.2%

1975→1979年 7.3%

1977→1979年 7.9%

となった。明らかに，第 10次 5カ年計画期の後半に，Omの成長率は加速されているので

ある。 また， この Omの実績値が実質富民所得ないし実糞 GNPの成長テ γポよちも，

はるかに急速な成長を記録してきたということも，十分に注目されねばならないところで

ある。

Future Trends in Military Build-Up and Economic Growth 

in the Sovietじnion

-An Analysis of Econometric Simulation on the 10th and 11th FYPー

Haruki NIWA* 

1. Out1ine of the Model -一一TheTrade-O笠 Relationships-一一

1n the present study， the author has paid specific attention to the analysis of 

the two trade-o宜relationships:that is the trade-o宣between“military production" and 

“fixed capital investment"， and the trade-o宣 between“military production" and “labor 

power allocation" (especially “agricultural employment") in Soviet economy. The 

most common pattern of economic analysis on such a problem might be an approach 

to trade-o笠relationshipsbetween “investment and military expenditures" and “con-

sumptions" in GNP. Unfortunately， such macro-level approach to“consumptions" as 

a whole is sometimes quite misleading as far as the Soviet economy is∞ncemed; 
which has a large share of agricultural sector， rural and urban uneven-heterogeneous 
pattern of consumptions， and relatively crude type of consumer's life. 
As many specialists on the Soviet economy suggest， the decisive factor for real 

consumption in the Soviet economy would be soft-consumer's-goods production， which 
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is determined by the supply of raw materials of agricultural origin. Though the 

author's model described below has rather a complicated consumption sector composed 

of fourteen variables related to consumptions， its most important causal link is exactly 

this relationship which is mainly provided through a few behavioral-technological 

equations (See the Oa→M→Oc relationships with time lag in the abbreviated graphic 
presentation of the model shown in Graph 1). 

As for the production of consumeI乍 durables，since its relative importance is still 

rather small in the Soviet economy， it could be treated as an exogenous poIicy variable 

which is derived from some official planned targets of FYP. 

Being necessari1y affected， directly and indirectly， by the e在ectsof changes in 

investment policies and military build-up， almost all the variables related to real 

consumptions are determined endogenously as the dynamic solutions of multiequation 

system. However， if the total level and structures of real consumptions are mainly 

determined through the causal links cited here from the supply side， and in so far as 

the volume of五xedcapital stock has been determined by the investment activities in 

the preceding years through the capital formation functIon with time lag (See Ki and 

kαin Graph 1)， the remaining three triangular trade-o百 relationships should become 

more noticeable (See Graph 1). 

They are; 

(i) Trade-o在between“military production" and “agricultural employment" (which 

is an important indicator for allocation problems of labor power) where the 

total volume and allocations of investment are given; 

(ii) Trade-off between “military production" and “investment" where the level 

of agricultural employment is given (i. e. the labor allocation between 

agricultural and non-agricultural sectors are given) ; 

(iii) Trade-o旺between“investment" and “agricultural employment" where the 

level of military production is given. 

1 t seems that the analysis of these three trade-o宜 relationshipsmay be more 

importantむldstrategy-oriented than conventional GNP approach. 

As cited below， the author's econometric Model No. 5“revised 2円 ofSoviet 

economic growth which has been estimated for the present study is composed of two 

sub-models， Model A and lv.[odel B. The trade-off relationship (i) is based on the 
causal chain of Model A， and the trade-off relationship (ii) fol1ows the causal pattern 

of M 

Both the problems of military production or military expenditures and the prob-

lem of labor power allocation are the hottest issues for most of Western specialists 

of Soviet economy. In the Soviet 10th and 11th FYP， the 0昆cialplanned goals for 

investment increase are available. In the present study， therefore， efforts for econ-

ometrIc simulation analysis are mainly concentrated on the五rsttwo trade-off prob-
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lems， (i) and (ii)， out of the three. Thus， the author intends to forecast the future 

trends of Soviet military expenditures and economic growth. 

Models A and B include 29 exogenous variables and 49-50 endogenous variables 

each. Obsevation of statistical data for “structure estimation" covers the period of 

1934-1975 (excluding 1941-1949). 

11. Summary of Analysis 

The most mysterious feature of the Soviet 10th and 11th FYP is the surprisingly 

low rate of increase of五xedcapital investment. In this regard， the results of simu-

lation work provided by the present study are very suggestive. 

The simulation work by Model B probably suggests that the Soviet economic 

strategy during the 1975-85 period will be to push up the growth rate of military 

production at a large sacrifice of五xedcapital investments. (See Graphs 2 and 3， also 

see Tables 3， 4 and 5.) 

This means that for the 1975-85 period， as compared to the actual figure for 

1970-75， the average annual rate of growth of五xedcapital investment will be cut 
down to the level as low as 1/3 or 1/4 and the average annual growth rate of military 

production will increase by 30%. In other words， the forecasted average annual rate 
of growth of military production reaches to around 7%. (See Graphs 2 and 3.) 

A similar kind of result is derived from another simulation which is worked out 

with the use of Model A. 1t also suggests that the growth rate of Soviet munitions 

production will be 7% per annum in the 1975-85 period. (See Graph 4.) 

Thus we may conclude the most probable五gureof the average annual rate of 

growth of Soviet military production would be around 7% for the period of 1975-85. 

The same forecasting method aforementioned (by Model B) has been applied to 

the further future period of 1985-90. Compared with its forecast value for 1975-85， 
the rate of growth of Soviet military production in the latter half of the 1980s will 

probably be decreased markedly (See Table 5). This will occur because of a more 

general Iag in Soviet economic growth. And， of course， part of such a lag will come 

from the above-mentioned large sacri:fice of investment activity. 

1n the comparison of the 0伍cialSoviet planning :figures of the 10th and 11th 

FYP and the forecast results for major indicators by. the author's Model No. 5 

"revised 2 "， the author's forecasts are more pessimistic than 0伍cialSoviet targets 

(See Tables 3 and 5). 
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